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웋월웒 上記のRedcar and Cleveland BC caseにおいても、陸上の変電所や送電線につ
いても地域で反対があったが、事業者側が立地を変えて修正申請をしたために、訴
訟では争われなかった。
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웋워웑 Jay,op cit,n 44,p.93.産業との協働関係を築いている点も指摘されている。
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リスでは、クラウン・エステートのゾーン・アプローチで洋上での立地
において事業者が柔軟に対応できる仕組みを用意するなど柔軟性に配慮
している。また、安定性という点では海底等の貸付期間が50年とされ、
権原の長期的保障を与えている。不確実性の下で長期にわたるとなりう
るため、こうした配慮も求められよう웋워웑。
イギリスにおいても洋上風力発電所の大規模かつ本格的な開発はこれ
からであり、制度やその運用にもまだ試行錯誤の側面がある。また、新
たな形の紛争も今後生じうる可能性がある。風力以外の海洋再エネ開発
も進められつつあり、今後の展開を注視して見てゆく必要がある。
〔付記〕 本稿は、2014年度南山大学パッヘ研究奨励金I-A-2、及び平成24年度科学
研究費補助金（若手研究(B)）（課題番号：24730107）を受けた研究成果の一部であ
る。
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